


序　　　　　文

　マケドニア旧ユーゴスラビア共和国（以下、「マケドニア」と記す）では、1991年の独立以降、

民主化と市場経済化が推し進めてられてきましたが、経済的に依存度の高かったユーゴスラビア

の解体等により経済が悪化し、その後もコソボ紛争による難民の流入により財政負担が増すなど、

2000 年初頭まで経済は困難を極めました。しかし、2003 年以降は周辺諸国情勢の安定化ととも

に経済は安定し、現在は年平均4％の経済成長を遂げ、2007年の1人当たりGNIは8,510USドル

（世界銀行統計）となっています。

　また、マケドニアは最大の貿易相手である EUへの加盟を控えており、現在クロアチア、トル

コと並び加盟候補国となっているなか、マケドニア産業の振興と経済を支える中小企業の育成を

通じた国際競争力の強化は、マケドニアにとって喫緊の課題となっています。

　JICAは、これまで「金属加工業における生産計画・管理プロジェクト」を実施し、3回にわた

り短期専門家を派遣しました。また、「創業促進プロジェクト」として起業支援アドバイザーを

2回派遣し、起業支援策策定のための協力を実施しました。さらに、JICAの協力以外にも、EUを

はじめ、各ドナーも様々な形で中小企業分野において支援しています。

　しかし、これらの支援によりマケドニアには中小企業振興についての一通りの知識を有す人材

はいるものの、実践の場において中小企業に対し適切なアドバイスができる人材は限られていま

す。特に、マケドニアのGDPと就業人口の多くを占める製造業においては、市場経済に適合した

生産様式の導入が求められているものの、多くが旧来の生産方式からの脱却が図れず、生産管理

の指導を行える組織や人員が不足している状況にあります。

　このような背景の下、マケドニア政府から「中小企業支援体制強化プロジェクト」と「生産管

理プロジェクト」の 2 件についてわが国に対し要請が提出されました。今回の調査においては、

これらの要請背景をマケドニア政府関係者と協議するとともに、中小企業分野全般の現状調査・

ニーズ調査等を行い、今後の協力の方向性を検討しました。本報告書は、これらの調査結果をま

とめたものとなっています。

　ここに本調査団の派遣に関し、ご協力いただいた日本・マケドニア両国の関係各位に対し、深

甚なる謝意を表するとともに、あわせて今後のご支援をお願いする次第です。

　平成 21 年 1 月

独立行政法人国際協力機構
産業開発部長　新井　博之
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第１章　プロジェクト準備調査の概要

１－１　調査の背景

　1991 年に独立を果たしたマケドニア旧ユーゴスラビア共和国（以下、「マケドニア」と記す）

では、現在、経済政策の重点分野として投資促進及び輸出振興のための競争力のある企業づくり

が掲げられており、これらの重点分野において各種施策が実施されている。なかでも、全企業数

の99.5％を占める中小企業（SME）の競争力強化が、国家の経済発展に果たす役割は大きく、国

家をあげて SME 振興に注力している。

　マケドニア政府は、SMEの競争力強化政策として、市場経済に適合した生産様式の導入促進、

そのための人材育成、産業技術革新、SME支援機関の能力向上等に力を入れている（中小企業開

発計画2007～ 2010年）。しかしながら、SME支援を行う人材は一通りの知識を備えているもの

の、実践の場において、会社経営や財務会計、マーケティング、製品開発、生産管理、品質管理

等の分野で、企業に対して適切なカウンセリングサービスができるようなスキルを十分生かしき

れていないことが多い。また、実際の SME 支援においては、マケドニア創業促進庁（APERM）

と連携関係を結ぶ地方のビジネス支援センターだけでなく、地方自治体に設立された地方経済開

発事務所（LED）、大学内に設置されている技術支援を行う技術移転センター（TTC）、人的資源

開発基金（HRDF）に登録されているSMEトレーナー等多くのアクターがいるにもかかわらず、

有機的な連携ができていない状況にある。

 　JICAは、2001年3月から金属加工業における生産管理短期専門家をスコピエ大学機械工学部

に派遣し、同専門家は生産計画・管理モデルの構築支援に努めた。同専門家派遣は、マケドニア

政府軍とアルバニア系武装勢力との武力衝突により任期短縮の事態となるものの、2004年にマケ

ドニアにおける金属加工業界の生産効率向上を目的とした「金属加工業における生産計画・管理

プロジェクト」を実施するに至り、同プロジェクトにおいては2004～ 2005年にかけて3回にわ

たり短期専門家を派遣し、同分野のSMEが取り入れるべき市場経済に適合した生産計画・管理手

法のモデルを構築した。また、生産性向上はマケドニアSMEにとって取り組むべき緊急性の高い

課題であり、競争力強化の観点からも構築されたモデルをほかの SME へ普及していく必要があ

る。そのための体制としてAPERMは生産性向上ユニットを庁内に設立することを予定している。

　さらに、APERMに対しては2006～2007年にかけて2回にわたり「創業促進プロジェクト」起

業支援アドバイザー短期専門家を派遣し、起業支援策策定のための助言を行った。

　

１－２　調査の目的

　本プロジェクト準備調査では、APERMより提出された生産管理能力向上及びSME振興支援体

制強化に関する新規要請案件の要請背景、SME及びSMEに対する支援体制の現状（SME支援に

係る各アクターの役割等）について確認・整理を行ったうえでSME支援体制の構築及び人材の能

力を向上させるためのプロジェクトを形成することを目的とする。
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1

2

3

4

総括 /団長

成田→ウィーン

ウィーン→スコピ

エ

団内協議

土

日

月

火

水

木

金

土

日

月

調査企画

成田→ウィーン

ウィーン→スコピ

エ

団内協議

１－４　調査日程

　2008 年 11 月 29 日（土）～ 12 月 14 日（日）（16 日間）
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JICA 平野専門家（投資アドバイザー）との協議

APERMとの懇談
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総括 /団長

火

水

木

金
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日

調査企画

12/9

12/10
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12/12

12/13

12/14

コンサルタント

11

12

13

14

15

16

日　付 国別協力計画

RESC（クマノボ）

地方自治体事務局協会（ZELS）

大学技術移転センター（キリル・メソジスト大学）

欧州委員会（EC）

APERM

MoE

欧州統合府（援助窓口機関）

APERM

スコピエ→ベオグラード

JICAバルカン事務所訪問・調査結果報告
ベオグラード→

フランクフルト→

成田着

ベオグラード→フランクフルト→

成田着

１－５　調査結果概要

１－５－１　中小企業（SME）振興に係る概況

　マケドニア政府は、経済の 99％を占める SME の発展が、国家経済の発展の牽引力になると認

識しており、SMEの起業、競争力強化、技術革新等の支援に対する優先度は高い。マケドニアの

SME分野においては、MoEがSME政策の立案及びモニタリング、APERMがSME政策及びSME

振興に係る各種支援を企画しており（日本の中小企業基盤整備機構に類似）、支援事業において

はビジネス支援期間（BSO）や TTC 及び民間コンサルタント等のリソースを活用している。

　マケドニアは欧州連合（EU）加盟を直前に控え、輸出品のEU基準への対応が急務とっている。

係る状況下、SME分野におけるEUの支援は多岐にわたり、特に各種政策策定支援、地域センター

の設置、ビジネスプラン策定、マーケティング等のセミナー実施などを行っている。他方、わが

国がこれまでマケドニアにおいて実施してきた生産管理については他のドナーはほとんど協力を

行っておらず、世界的にも認知された日本の生産性向上のノウハウについて、マケドニアからの

支援ニーズは高い。

　また、EU 等の支援は、職員の人件費やランニングコスト等を含め丸抱えで行う支援や、ドイ

ツ開発公社（GTZ）による SME への直接的なコンサルティングサービス提供等役務提供型の支

援を行っているが、プロジェクトの終了とともに活動が収束する状況にあり、プロジェクト実施

後の自立発展性が確保されていない。人材育成による知識・技術の集積とその活用能力の向上が

必要不可欠となっており、わが国の支援方式がマケドニアの自立発展にとって有効であると考え

られる。

　

１－５－２　日本政府に対する要請背景とマケドニア創業促進庁（APERM）の課題

　2007 年度の要請として、APERM より「SME 支援体制強化プロジェクト」（以下、「技プロ」と

記す）及び「生産管理プロジェクト」（専門家派遣及び研修）があげられていたが、APERMより、

現在の職員の数及び能力を考慮すると2件の要請案件を個別に実施するのではなく、生産性向上

ユニット（PIU）の設立と機能強化を行い、生産性向上のための技術支援をSMEに対して提供す
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るための（普及する）体制づくりを実施したい、又、PIU に関するプロジェクトをまずは行い、

その後SME振興支援全般の体制を強化したい、との意思が表明された。また、APERMは、生産

性向上の普及体制構築のためには、PIU職員の能力向上、SME支援機関の支援能力向上（生産性

向上分野）、SME 支援に関する連携強化は必要不可欠であると考えている。

　しかし、APERM は 2003 年末に設置された機関であり、職員の能力は不足している。SME か

ら支援ニーズの高い生産管理、品質管理等の生産性向上に関する支援実施体制や技術の普及体制

は不十分であり、PIU の設立のための強い意思はあるものの、PIU の具体的な計画が存在せず、

PIU の機能、役割、活動等、PIU 設置のための支援を必要としている。そのため、まずは PIU 設

置のための調査の実施を求めるとともに、同調査の実施を通したPIU職員の人材育成に高い期待

を示している。

　また、SME 振興支援のアクターは、BSO、TTC、商工会議所、民間コンサルタント等、様々な

形態が存在するが、各アクターの機能の整理がなされていない。さらに、EU 等のドナーにより

設立された機関も存在するが、ドナーからの支援終了後ほぼ活動を停止してしまうものもあるた

め、現時点における各支援機関の情報を整理し、特に生産性向上技術の普及にとって有効な支援

ネットワークを構築する必要がある。したがって、連携機関の役割整理とネットワーキング及び

これらの支援機関や支援人材の情報整理と情報提供システム（データベース）の構築が急務と

なっている。

　

１－５－３　調査団提言の要点（今後の協力の方向性）

　上記の調査結果により、以下のとおり 2 段階の支援とすることを提言する（詳細は第 6 章参

照）。なお、右提言については APERM と協議済み。

（1）第 1 ステージ：約 3 ヵ月

①　 PIU設置のための支援〔生産性向上の普及体制の設計（各支援機関・支援要員の実態調

査及び整理等）を通して、PIUの機能・役割・活動のあり方、PIU職員に求められる能力、

PIU 運営のための試算等を APERM 職員とともに検討し、PIU 設置のための支援を行う〕

②　生産性向上の普及体制を構築するための協力に係る詳細設計（第2ステージで実施する

プロジェクトの設計）

（2）第 2 ステージ：（現時点での想定。第 1 ステージで詳細設計を行う）

　　PIU の機能強化のための具体的な支援体制及び生産性向上のための普及体制の構築支援

〔① PIU の機能強化のための PIU 職員の人材育成、②生産性向上の技術指導を実際に行う支

援要員（BSO、TTC、民間コンサルタント等）の育成、③データベース構築やセミナー開催

等による普及のための連携体制強化〕

　なお、第 1 ステージにおいて、PIU 設置に係る各種提言等の支援を行うが、PIU の設置自体は

マケドニア側の対応事項である。PIU の設置を条件（PIU が承認されたのち）に第 2 ステージの

開始準備を始めることとする。
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